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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 提出会社の経営指標等

　

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期

決算年月  平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月平成21年２月平成22年２月

売上高 （百万円） 48,780 52,155 51,479 42,454 26,256

経常利益又は経常損失(△)（百万円） 2,086 1,930 1,758 755 △441

当期純利益又は当期純損失
(△)

（百万円） 2,157 2,659 1,605 408 △229

持分法を適用した場合の
投資利益

（百万円） － 6 12 16 5

資本金 （百万円） 2,291 2,291 2,291 2,291 2,291

発行済株式総数 （株） 5,095,6615,095,6615,095,6615,095,6615,179,093

純資産額 （百万円） 6,371 9,010 10,597 10,783 10,415

総資産額 （百万円） 15,621 17,438 18,154 16,193 14,539

１株当たり純資産額 （円） 799.441,344.251,671.931,710.411,624.98

１株当たり配当額(うち１
株当たり中間配当額)

（円）

普通株式
－
普通株式

－
普通株式

30
普通株式

20
普通株式

－

(－) (－) (－) (－) (－)

第一回
優先株式

－ 第一回
優先株式

－ 第一回
優先株式

194第一回
優先株式

181第一回
優先株式

－

(－) (－) (－) (－) (－)

第二回
優先株式

－ 第二回
優先株式

－ 第二回
優先株式

244第二回
優先株式

231第二回
優先株式

－

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

（円） 445.47 549.24 319.92 73.56 △47.04

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） 301.04 371.17 224.02 57.07 －

自己資本比率 （％） 40.8 51.7 58.4 66.6 71.6

自己資本利益率 （％） 41.9 34.6 16.4 3.8 △2.2

株価収益率 （倍） 10.6 6.0 8.9 20.9 －

配当性向 （％） － － 9.4 27.2 －

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 21 1,071 1,466 △314 1,801

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 48 △56 △273 21 △1,614

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △522 △750 △735 248 △1,499

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 899 1,163 1,621 1,576 263

従業員数 （名） 323 336 329 340 330

〔ほか、平均臨時
 雇用者数〕

　 [44] [68] [71] [65] [－]
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第55期の持分法を適用した場合の投資利益については、対象会社が無いため記載しておりません。

３　平成17年３月１日付けにて、岡谷鋼機株式会社が第一回転換社債型新株予約権付社債の新株予約権を行使した

ことにより発行済株式が1,000,000株増加しております。

４　第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

５　第59期において臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10未満になったため、平均臨時雇用者数の記載を省

略しております。

６　第59期において第一回優先株式の取得請求権行使により、発行済株式が83,432株増加しております。　

７　第59期の株価収益率は一株当たり当期純損失のため記載しておりません。

　

２ 【沿革】

　

年月 事項

昭和28年１月 東京都荒川区に（株）内藤商店を設立(資本金150万円)。機械工具卸を目的とする。

昭和34年12月 東京都北区田端町(現、北区東田端)に本店を移転。

昭和35年５月 札幌営業所を開設。

昭和35年７月 大阪出張所を開設。

昭和36年９月 名古屋営業所を開設。

昭和37年２月 大森営業所を開設。

昭和38年12月 商号を（株）内藤に変更。

昭和44年４月 両毛営業所、広島営業所を開設。

昭和44年12月 仙台事務所を開設。

昭和49年９月 東京都北区昭和町に本社を移転。

昭和49年11月 本社に電算機を導入。

昭和57年１月 岡山営業所を開設。

昭和57年10月 大宮事務所を開設。

平成２年２月 得意先との情報ネットワーク化の全国展開を開始。

平成２年４月 関西地区の物流の拠点として関西在庫センターを開設し、併せて東大阪営業所を開設。

平成３年７月 福岡営業所を開設。

平成11年12月 当社株式を日本証券業協会に店頭登録。

平成13年11月 ISO14001認証取得（本社）。

平成16年３月 第三者割当増資を実施し、これを引き受けた岡谷鋼機（株）はその他の関係会社となる。

平成16年３月 ISO14001認証エリア拡大（名古屋支店）。

平成16年12月
日本証券業協会への店頭登録を取消し、（株）ジャスダック証券取引所（現、（株）大阪証券取引
所）に株式を上場。

平成17年３月 岡谷鋼機（株）が新株予約権を行使したことにより同社が親会社となる。

平成17年９月
海外展開として、岡谷鋼機（株）とともにタイに現地法人Siam Okaya Machine & Tool Co.,Ltd.
（SOMAT）を設立。

平成20年７月 商号を（株）NaITOに変更。

平成21年２月 ISO14001認証エリア拡大（大阪支店）。

(注)　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ

市場）に上場となっております。
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３ 【事業の内容】

当社は、切削工具、機械工具、産業機器、工作機械等の販売を主な内容としております。

　

４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所 資本金 主要な事業内容
当社に対する
議決権の所有割合

(％)
関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

岡谷鋼機株式会社
愛知県
名古屋市
中区

9,128百万円
鉄鋼・機械、
情報・電機、
産業資材等の販売

50.75
役員兼任(３名)
本社社屋の賃借
商品の売買

　(注)　岡谷鋼機株式会社は有価証券報告書を提出しております。
　

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有
(被所有)割合

(％)
関係内容

(関連会社) 　 　 　 　 　

SIAM OKAYA
MACHINE&TOOL
CO.,LTD.

タイ国バンコク
市

2千万バーツ

機械・切削工具・
測定工具・作業工
具等の在庫販売お
よび配送

17.00

当社からの役員派遣
　　　(２名)
当社からの出向者
　　　(１名)

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成22年２月28日現在

従業員数(名) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

330　 38.1 13.8 4,062

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。また、従

業員数には、嘱託・雇員合計14名を含んでおります。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期における当社を取り巻く経済環境は、世界同時不況の影響による景気の悪化に一部持ち直しの兆

しがみられるものの、設備投資意欲の回復や生産活動の増勢に繋がるまでには至らず、企業収益も依然と

して低調であるなど、総じて厳しい状況で推移しました。

このような厳しい経営環境のもと、当社は「私たちは、国内外の事業パートナーに『最適な商品、最高

のサービス』を提供し、製造業の技術革新を通して産業全体の発展に寄与します」という経営理念の実

現に向け、ユーザーニーズを見据えた卸業に特化する営業戦略“NESSプラン”の推進を図り、提案営業を

積極的に展開しましたが、当期の売上高は262億56百万円（前期比38.2％減）となりました。

利益面では人件費・運送費の圧縮など徹底した効率化・経費削減策を実行しましたが、売上高の減少

が大きく、営業損失は６億68百万円、経常損失は４億41百万円となり、当期純損失は退職金制度の一部変

更に伴う特別利益を１億２百万円計上したこと等により２億29百万円となりました。

　

なお、取扱商品別売上の概況は、次のとおりです。

　

（切削工具）

切削工具は、自動車業界における大幅な生産台数の減少等の影響により、売上高は126億92百万円（前

期比36.6％減）となりました。

　

（機械工具・産業機器・工作機械）

機械工具・産業機器・工作機械は、企業の設備投資抑制の動きが続いたこと等の影響により売上高は

機械工具62億30百万円（前期比31.5％減）、産業機器59億９百万円（同43.7％減）、工作機械９億41百万

円（同50.7％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

①営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失３億39百万円、法人税等の支払額５億48百万円等の減少要因があったものの、売上

高の減少に伴う売上債権の減少額14億39百万円およびたな卸資産の減少額７億７百万円等の増加要因

により、18億１百万円の収入超過となりました（前期は３億14百万円の支出超過）。

　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

資金効率化の観点から親会社への短期貸付金の増加額16億円を主因に、16億14百万円の支出超過と

なりました（前期は21百万円の収入超過）。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

有利子負債圧縮に伴う短期借入金の減少額13億50百万円および配当金の支払額１億49百万円によ

り、14億99百万円の支出超過となりました（前期は２億48百万円の収入超過）。

　

④現金及び現金同等物の増減
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以上の結果、当期におけるキャッシュ・フローは13億13百万円の支出超過となり、現金及び現金同等

物の期末残高は２億63百万円となりました（前期末の現金及び現金同等物の期末残高は15億76百万

円）。

　

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは、以下のとおりであります。

　 平成20年２月期末 平成21年２月期末 平成22年２月期末

自己資本比率（％） 58.4 66.6 71.6

時価ベースの自己資本比率（％） 76.0 46.1 28.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.0 ― 0.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍） 59.8 ― 213.5

(注)　自己資本比率　　　　　　　　　　　：自己資本／総資産

        時価ベースの自己資本比率　　　　　：株式時価総額／総資産

        キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

        インタレスト・カバレッジ・レシオ　：営業キャッシュ・フロー／利払い

　
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

※平成21年２月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率とインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッ

シュ・フローがマイナスのため記載を省略しております。
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２ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

　

当期における仕入実績は以下のとおりであります。

品目 仕入実績(百万円) 前期比(％)

切削工具 10,700 △38.2

機械工具 5,399 △32.1

産業機器 5,366 △43.7

工作機械 878 △50.7

そ の 他 417 △49.5

合計 22,763 △39.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

　

当期における販売実績は以下のとおりであります。

品目 販売実績(百万円) 前期比(％)

切削工具 12,692 △36.6

機械工具 6,230 △31.5

産業機器 5,909 △43.7

工作機械 941 △50.7

そ の 他 482 △48.3

合計 26,256 △38.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

平成19年３月よりスタートした『edge2010中期経営計画』も次期に最終年度を迎えます。引き続き厳し

い経営環境で推移するものと予想されますが、この中期経営計画の達成が当社の最重要課題であるという

ことを再認識し、以下の重点施策を実行し、ユーザーニーズを見据えた卸業として存在感のある強い会社を

構築していきます。

　

〔重点施策〕

(1) 営業基盤の強化

①マーケティング機能の強化

②資源の得意分野への集中

③技術サポート体制の確立

④ＥＤＩ（電子商取引）の推進

　

(2) 人材育成と組織力の強化

①教育システムの充実

②組織の活性化

　

(3) 業務改革の推進

①業務フローの見直し

②アウトソーシングの活用

　

(4) 財務体質の強化

①資産の有効活用

②自己資本の充実

　

(5) 内部統制システムの構築

①リスク管理体制とコンプライアンス体制の充実

　

　

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

有価証券報告書

 8/59



４ 【事業等のリスク】

当社の事業等のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項には以下の

ようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当期末において当社が判断したものです。

　

(1) 事業環境変動によるリスク

当社の主要販売商品群である切削工具・機械工具・産業機器・工作機械等は、自動車産業と密接な繋

がりがあり、当社の業績は同業界の生産活動および設備投資等の動向により強く影響を受けております。

従って、今後同業界の事業活動において予期し得ない景気変動が当社の経営成績および財務状態に影響

を及ぼす可能性があります。

　

(2) 金利変動によるリスク

借入金により調達した事業資金の金利は、短期金融市場の大きな変動により支払利息等が増減し当社

の経営成績および財務状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 取引先与信のリスク

当社は、与信管理の徹底を図り万全を期しておりますが、今後の景気動向等によっては想定を超える取

引先の信用状態の悪化等が生じる可能性があり、当社の経営成績および財務状態に影響を与える可能性

があります。

　

(4) 商品在庫に関するリスク

当社は、お客様の少量・多頻度の商品ニーズに対する即納体制の確立のために、特に切削工具について

多品種の在庫を有しています。市況の変化により過剰在庫を抱える可能性があり、キャッシュ・フローが

滞り、また、商品評価損の計上により当社の経営成績および財務状態に影響を与える可能性があります。

　

(5) 優先株式の取得請求権の行使に伴う普通株式の増加によるリスク

当社は、普通株式の取得請求権が付与されている第一回優先株式（取得請求期間：平成21年７月１日

以降）と第二回優先株式（取得請求期間：平成23年７月１日以降）を発行しております。取得請求期間

に優先株主が取得権の行使をした場合、普通株式が増加することにより、１株当たりの利益が希薄化する

ことになります。

　

(6) 災害・事故によるリスク

地震等の自然災害や火災・事故などにより、当社の営業拠点や従業員が被害を受ける可能性がありま

す。この場合、当社の営業中断による売上高の低下、営業拠点の修復または代替のための費用発生等の可

能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

当期末の資産、負債および純資産の状況は、以下の通りです。

(資産)

総資産は、145億39百万円と前期末から16億53百万円減少しました。これは、グループ会社の資金効率

を図るため月末の余剰資金を親会社に貸し付けたことにより短期貸付金が16億円増加したものの、そ

の影響により現金及び預金が13億13百万円減少したこと、売上高の減少に伴い受取手形および売掛金

が14億39百万円減少したことおよび在庫圧縮等により商品が７億５百万円減少したことが、主な要因

です。

　

(負債)

負債は、41億24百万円と前期末から12億85百万円減少しました。これは、下期以降の売上高の暫増に

伴い支払手形および買掛金が６億61百万円増加したものの、有利子負債圧縮の観点から借入金を返済

したことによる短期借入金の減少13億50百万円および当期純損失に伴う未払法人税等の減少３億35百

万円等が、主な要因です。

　

(純資産)

純資産は、104億15百万円と前期末から３億67百万円減少しました。これは、剰余金の配当による減少

１億49百万円および当期純損失２億29百万円により利益剰余金が減少したことが、主な要因です。な

お、自己資本比率は71.6％となり、前期末比5.0ポイント上昇しております。

　

(2) 経営成績の分析

（売上高）

当期における売上高は、当社の主要需要業界である自動車業界における生産台数の減少等の影響を

受け、設備投資が凍結・抑制されたこと等により262億56百万円（前期比38.2％減）となりました。

　

（売上総利益）

当期における売上総利益は、売上高の減少とそれに伴う販売契約未達によるリベートの減少により

28億６百万円（前期比38.9％減）となりました。

　

（販売費及び一般管理費）

当期における販売費及び一般管理費は、人件費・運送費の圧縮などコスト削減に努めた結果、34億75

百万円（前期比17.7％減）となりました。

　

（営業損益）

当期における営業損益は、売上総利益の減少をコスト削減がカバーできず、６億68百万円の営業損失

となりました。

　

（経常損益）

当期における経常損益は、営業損失の計上により４億41百万円の経常損失となりました。

　

（当期純損益）

当期純損益は、退職金制度変更による特別利益の計上等はあったものの、経常損失の計上により２億

29百万円の当期純損失となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッ

シュ・フローの状況」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当期において重要な設備等の投資等はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

事業所名
(所在地)

事業部門等
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(名)

建物
および
構築物
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

本社
(東京都北区)

営業部門
管理部門

販売業務
管理業務

※30
―
(―)

36 66 114

他(27支店) 営業部門 販売業務 ※84
―
(―)

32 116 216

(注) １　本社および27支店は、賃借物件であります。なお、※は、賃借物件の造作費であります。

２　帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両及び運搬具、工具器具及び備品であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,379,925

優先株式 250,000

計 12,629,925

　

② 【発行済株式】

　

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成22年２月28日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年５月25日)

上場金融商品取引所名

または登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 4,929,093 4,946,519ジャスダック証券取引所
単元株式数
10株

第一回優先株式
(当該優先株式は
行使価額修正条項
付新株予約権付社
債等です)

100,000 91,022非上場・非登録 　
(注)１.２.３
４.７

第二回優先株式
(当該優先株式は
行使価額修正条項
付新株予約権付社
債等です)

150,000 150,000非上場・非登録 　
(注)１.２.３
４.７

計 5,179,093 5,187,541 － －

（注）１　優先株式は、現物出資(借入金の株式化　発行総額25億円)によって発行されたものです。

２　優先株式は、金融支援の一環として借入金の株式化を行ったことにより発行されたため、議決権を有し
ておりません。優先株式の単元株式数は１株です。また、平成22年３月29日開催の取締役会決議によ
り、第一回優先株式の自己株式8,978株を消却いたしました。

３　定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。
４　優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債等に関する事項は以下のとおりです。
（1）権利の行使および売買に関する事項についての所有者との間の取り決めはありません。

５　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（Ｊ
ＡＳＤＡＱ市場）に上場となっております。

６　提出日現在の発行数には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの優先株式の取得請
求権の行使により発行された株式数は含まれておりません。

７　優先株式の内容は、次のとおりであります。なお、旧商法下の発行条件を記載しております。
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　 第一回優先株式 第二回優先株式

特徴 転換予約権付優先株式

発行総額 10億円 15億円

発行株数 100,000株 150,000株

発行価額 10,000円

優先配当金

配当額
円Tibor＋1.00％ 円Tibor＋1.50％

但し、１株当り1,000円を超える場合は、1,000円とする。

非累積条項
ある営業年度において優先配当金の全部または一部を支払わない
時は、その不足額を翌営業年度以降に累積しない。

非参加条項 優先配当金を超えて利益配当を行わない。

優先中間配当 優先株式の中間配当は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。

　 　 普通株式へ転換を請求することが出来る。

　 転換請求期間 平成21年７月１日以降 平成23年７月１日以降

　 当初転換価額 1,076円

転換予約権 転換価額の修正 転換価額修正日の時価に修正されるものとする。

　 　 転換価額修正日
平成22年３月１日以降の
毎年３月１日

平成24年３月１日以降の
毎年３月１日

　 　 転換価額の上限 当初転換価額の100％

　 　 転換価額の下限 当初転換価額の70％

普通株式へ転換後第一回目の配当の
取扱

転換の請求が３月１日から８月31日までになされたときには３月
１日に、９月１日から翌年２月末日までになされたときは９月１日
にそれぞれ転換があったものとみなして支払う。

残余財産の分配

優先分配額 10,000円

非参加条項 優先分配額を超えて残余財産分配は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。

消却 配当可能利益をもって、いつでも買入消却することが出来る。

議決権 株主総会において議決権を有しない。

権利調整
株式の併合または分配は行わない。新株の引受権、新株予約権の引
受権、新株予約権付社債の引受権または分離して譲渡することがで
きる新株予約権および社債の引受権を与えない。

　 （注）平成22年３月１日付けで第一回優先株式の転換価額を921円に修正しました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

適用はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
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年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年３月１日
（注）1

1,000,0005,095,661 125 2,291 125 2,285

平成21年３月１日～
平成22年２月28日
（注）２

83,4325,179,093 ― 2,291 ― 2,285

(注) １ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換によるものであります。

２ 第一回優先株式の取得請求権行使による増加であります。

３ 平成22年３月29日に第一回優先株式の自己株式を消却したため、発行済株式総数が8,978株減少してお

ります。

４ 平成22年３月１日から平成22年４月30日までの間に、第一回優先株式の取得請求権の行使により、発行

済株式総数が17,426株増加しております。

　

(6) 【所有者別状況】

① 普通株式

平成22年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数10株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府およ

び地方公

共団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 8 9 219 － － 701 937 －

所有株式数
(単元)

－ 7,0172,063456,969 － － 26,833492,882 273

所有株式数
の割合(％)

－ 1.42 0.41 92.71 － － 5.44100.00 －

(注) １　自己株式2,786株は、「個人その他」に278単元、「単元未満株式の状況」に６株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式(失念株式)が４単元含まれております。

　

② 第一回優先株式

平成22年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府およ

び地方公

共団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 15 1 － － － 1 17 －

所有株式数
(単元)

－ 77,63413,388 － － － 8,978100,000 －

所有株式数
の割合(％)

－ 77.6313.38 － － － 8.97100.00 －

(注)　自己株式8,978株は、「個人その他」に記載しております。

　

③ 第二回優先株式

平成22年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府およ

び地方公

共団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 18 1 － － － － 19 －

所有株式数
(単元)

－ 124,66425,336 － － － － 150,000 －

所有株式数
の割合(％)

－ 83.1016.89 － － － － 100.00 －
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(7) 【大株主の状況】

① 所有株式数別
平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 2,500 48.27

日立ツール株式会社
東京都江東区東陽四丁目１番13号
東陽セントラルビル

310 6.00

株式会社タンガロイ
神奈川県川崎市幸区堀川町580
ソリッドスクエア

309 5.97

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 309 5.96

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 308 5.94

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 156 3.02

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

154 2.98

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 154 2.97

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３番39号 154 2.97

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 86 1.66

計 ― 4,443 85.79

(注)　発行済株式総数に対する比率は、小数点第３位以下を切捨てして表示しております。

　
② 所有議決権数別

平成22年２月28日現在

氏名または名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の
議決権に対する
所有議決権数
の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 250,000 50.75

日立ツール株式会社
東京都江東区東陽四丁目１番13号
東陽セントラルビル

31,089 6.31

株式会社タンガロイ
神奈川県川崎市幸区堀川町580
ソリッドスクエア

30,949 6.28

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 30,908 6.27

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 30,800 6.25

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 15,689 3.18

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

15,470 3.14

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 15,413 3.12

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３番39号 15,403 3.12
　

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 8,607 1.74
　

計 ― 444,329 90.20

(注)　総株主の議決権に対する比率は、小数点第３位以下を切捨てして表示しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式 250,000 ― (注１)

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

― ―
普通株式 2,780

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,926,040 492,604 (注２)

単元未満株式 普通株式 273 ― ―

発行済株式総数　普通株式 　 4,929,093 ― ―

　　　　　　　　優先株式 　 250,000 ― ―

総株主の議決権 ― 492,604 ―

(注) １　第一回優先株式100,000株、第二回優先株式150,000株。内容については、「(1) 株式の総数等、②発行済株

式」に記載のとおりであります。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式(失念株式)が40株(議決権の数４個)含

まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年２月28日現在

所有者の氏名

または名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社NaITO
東京都北区昭和町二丁目
１番11号

2,780 － 2,780 0.05

計 － 2,780 － 2,780 0.05

　(注) 自己株式は普通株式であります。

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　 会社法第155条第４号による第一回優先株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

区　　　分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 16 0

当期間における取得自己株式 ― ―

　

会社法第155条第４号による第一回優先株式の取得

区　　　分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 8,978 ―

当期間における取得自己株式 1,605 ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数および優先株式の取得請求行使に伴う株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区　　　分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ―
第一回優先株式

8,978
―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数

普通株式
2,786

第一回優先株式
8,978

―

普通株式
2,786

第一回優先株式
1,605

―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数および優先株式の取得請求行使に伴う株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、企業体質の強化や将来の事業展開に備えて、内部留保の確保を図りつつ、株主の皆様方への利益

還元に努めることを基本としながら、利益還元に関しては、業績の推移と今後の経営環境等を勘案して決定

する方針をとっております。

 配当の回数については、優先株式および普通株式について年１回の期末配当を行うことを基本方針とし

ております。なお、普通株式の中間配当につきましては「取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日

として中間配当を行うことができる」旨を定款に定めており、中間期の業績によって実施する方針をとっ

ております。これら配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会となっ

ております。

当事業年度末の剰余金の配当に関しましては、大変厳しい業績を余儀なくされたことにより見送らせて

いただいております。

内部留保資金につきましては、堅固な財務体質による高い信用性の維持と企業体質の強化や将来の事業

展開に備えることとしております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 普通株式

① 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期

決算年月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

最高(円) 7,100 5,720 3,600 3,060 2,080

最低(円) 2,440 3,100 2,560 1,420 820

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）に上場となっております。

　

② 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年９月 平成21年10月 平成21年11月 平成21年12月 平成22年１月 平成22年２月

最高(円) 1,470 1,049 991 987 984 959

最低(円) 970 939 820 820 880 820

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）に上場となっております。

　

(2) 第一回優先株式および第二回優先株式

当株式は非上場であるため該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役社長

(代表取締役)
　 鈴　木　　　斉 昭和22年３月18日生

昭和44年４月岡谷鋼機㈱入社

注４
普通株式
　270

平成８年６月 同社名古屋本店メカトロ部長

平成11年３月同社名古屋本店副本店長

平成12年５月岡谷機販㈱取締役社長

平成16年１月当社取締役社長就任(現)

取締役
管理部および

経理部担当
河　野　英　之 昭和29年１月12日生

昭和51年４月㈱日本興業銀行入行

注４
普通株式
　220

平成17年４月㈱みずほ銀行新宿南口支店参事役

平成17年４月当社総務部部長

平成17年５月当社取締役総務部長就任

平成22年５月当社取締役管理部および経理部

担当(現)

取締役

営業推進部担当

兼

物流管理部長

遠　藤　孝　之 昭和30年１月30日生

昭和53年４月当社入社

注４
普通株式
　1,570

平成16年７月当社経理部長

平成19年５月当社取締役就任

平成22年５月当社取締役営業推進部担当兼

物流管理部長(現)

取締役

経営企画部長

兼

営業開発部長

南　雲　文　彦 昭和27年２月23日生

昭和49年４月岡谷鋼機㈱入社

注４
普通株式

　60

平成15年３月同社東京本店メカトロ部長

平成21年３月当社顧問

平成21年５月当社取締役就任

平成22年５月当社取締役経営企画部長兼

営業開発部長(現)

取締役 東日本営業担当 中　島　　　徹 昭和34年７月７日生

昭和57年４月当社入社

注４
普通株式
　400

平成19年３月当社東京営業部長

平成21年５月当社取締役就任

平成22年５月当社取締役東日本営業担当(現)

取締役

西日本営業担当

兼

関西営業部長

徳　田　信　幸 昭和34年12月13日生

昭和57年４月当社入社

注５
普通株式
　200

平成19年３月当社西部営業部長

平成22年５月当社取締役西日本営業担当兼

関西営業部長就任(現)

取締役 　 坂　井　俊　司 昭和38年12月23日生

昭和62年４月岡谷鋼機㈱入社

注５
普通株式

　0
平成22年３月同社東京本店メカトロ部長(現)

平成22年５月当社取締役就任（現）

常勤監査役 　 二　宮　教　行 昭和23年10月20日生

昭和46年４月当社入社

注６
普通株式
　1,050

平成10年６月当社関西営業部長

平成19年５月当社取締役

平成22年５月当社監査役就任(現)

監査役 　 白　川　　　誠 昭和23年６月３日生

昭和46年４月㈱日本興業銀行入行

注７
普通株式
　120

平成８年６月 同行総務部副部長

平成14年４月日本経営システム㈱取締役総務

部長

平成16年５月同社代表取締役副社長

平成20年５月当社監査役就任(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 　 宮　崎　正　昭 昭和18年４月30日生

昭和42年４月岡谷鋼機㈱入社

注８
普通株式

　0

平成12年５月同社取締役

平成16年１月当社監査役就任(現)

平成16年５月岡谷鋼機㈱常務取締役

平成19年５月同社代表取締役専務(現)

監査役 　 岩　田　憲　二 昭和26年11月５日生

昭和49年４月㈱東海銀行入行

注８
普通株式

　0

平成12年４月同行執行役員

平成14年１月岡谷鋼機㈱顧問

平成14年５月同社常勤監査役

平成16年１月当社監査役就任(現)

平成20年５月岡谷鋼機㈱取締役(現)

　 　 計 　 　 　 　 3,890

(注) １　取締役坂井俊司氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役白川誠、宮崎正昭および岩田憲二の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　所有株式数には、役員持株会における各自の持分を含めた実質持株数を記載しております。

なお、提出日現在（平成22年５月25日）の役員持株会における取得持株数は確認が出来ないため、平成22年２月

末現在の実質持株数を記載しております。

４　平成21年２月期に係る定時株主総会終結時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結時までであります。

５　平成22年２月期に係る定時株主総会終結時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結時までであります。

６　平成22年２月期に係る定時株主総会終結時から平成26年２月期に係る定時株主総会終結時までであります。

７　平成20年２月期に係る定時株主総会終結時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結時までであります。

８　平成19年２月期に係る定時株主総会終結時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と位置付け、株主をはじめ取引先、地域社会、社

員等の信頼を得るため、また経営環境の変化に迅速・的確に対応するために、コンプライアンスの徹底と

推進および経営の効率性、透明性、健全性を確保できる最適な経営管理体制を確立し維持することを基本

方針としております。

　

① 会社の機関の内容

ア．取締役会

取締役会は原則月１回開催し、また必要の都度臨時取締役会を開催し重要事項の決定を行ってお

ります。取締役会は７名（平成22年５月25日現在）で構成されており、うち１名は社外取締役であり

ます。

また、当社の取締役は11名以内とする旨を定款に定めております。

イ．監査役会

当社は監査役会設置会社であり、原則月１回開催し、また必要の都度臨時監査役会を開催しており

ます。さらに、監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の職務遂行を厳正に監査してお

ります。なお、監査役４名（平成22年５月25日現在）のうち３名が「会社法第２条第16号に定める社

外監査役」であります。

ウ．経営会議

経営会議は、取締役の職務執行の効率化、意思決定の迅速化を目的として設置され、経営上の重要

事項の審議を行っております。経営会議は常勤取締役で構成され、原則月１回開催し、また必要の都

度臨時経営会議を開催しております。

エ．執行役員制度

当社は業務執行における責任の明確化のために執行役員制度を導入しております。執行役員は、執

行役員職務分掌規程の定めに従って業務執行を行い、その業務執行は取締役会において監督され、そ

の選任・解任も取締役会の決議で行っております。

　

② 内部統制システムの整備の状況

ア．企業行動憲章および社員行動規準

当社は、取締役・社員を含めた企業として果たすべき役割を定めた企業行動憲章において関係法

令の遵守をうたっており、その周知徹底を図っています。また、社員に対しては、社員行動規準を定

め、各人がこれを日常的に実践することおよび社内諸規程の遵守を徹底的に啓発しています。

イ．リスク管理部

リスク管理部をコンプライアンス統括部署とし、業務における効率的法令遵守体制の推進とリス

ク管理体制の強化を図っております。

ウ．コンプライアンス室

コンプライアンス室においてコンプライアンスに対する周知・徹底を図るとともに、内部統制の

整備・運用を行っております。
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エ．企業倫理相談窓口

法令、定款、社内諸規程等の遵守に関して業務上生じている疑問点、またはこれらが違反する疑い

のある事実等の相談・通報制度として企業倫理相談窓口を設置しており、問題の早期発見・早期解

決に取り組んでおります。

　

③ リスク管理体制の整備の状況

ア．リスク管理規程

「リスク管理規程」を制定し、様々なリスクに対して的確な管理・実践ができる体制を整備して

います。

イ．リスク管理部

リスク管理部は、各部門と連携し企業をとりまく様々なリスクに対応する体制を整備しています。

ウ．事業等のリスク

当社は経営成績、財務成績、株価等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクとして以下のa～fの

リスクを認識し、リスク管理部においてその対応部署を定めるとともに、毎年リスクの見直しを行っ

ています。

a．事業環境変動によるリスク

b．金利変動によるリスク

c．取引先与信のリスク

d．商品在庫に関するリスク

e．優先株式の所得請求権の行使に伴う普通株式の増加によるリスク

f．災害・事故によるリスク

　

④ 内部監査、監査役監査、会計監査の状況

ア．内部監査

内部統制システム強化策として、監査役とも緊密に連携して年度計画に基づき業務活動の健全化

や会社の財務保全を図るため、内部監査室（専任担当者２名、平成22年５月25日現在）による業務運

営の監視を行っております。監査内容を直接社長に報告するとともに、監査対象部門に対して改善事

項の勧告を行うことにより、内部管理体制の強化および内部統制の実行を図っております。

イ．監査役監査

当社の監査役は原則、取締役会に参加し必要に応じた質疑応答・意見表明を行っております。ま

た、内部監査室と相互に適時適切な情報伝達と意見交換を行い、適正かつ効率的な監査を行っており

ます。会計監査人との連携については、定期的な会合を持ち、意見交換、情報の聴取を行うとともに、

適宜、必要な報告を求めるなど連携を密にし協力しております。
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ウ．会計監査

会計監査については、あずさ監査法人と監査契約を締結し、定期監査のほか会計上の課題について

随時確認を行い、会計処理の適正性に努めました。

　

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名等

指定社員・業務執行社員　　山田　順 あずさ監査法人

指定社員・業務執行社員　　山川　勝 あずさ監査法人

(注)１　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他６名であります。

２　継続監査年数につきましては、全員７年以内であるため記載しておりません。

　

⑤ 社外取締役および社外監査役との関係

取締役７名のうち１名は社外取締役であり、親会社である岡谷鋼機株式会社の業務執行者でありま

す。監査役４名のうち３名が社外監査役であり、１名は他の会社の出身であり、２名は岡谷鋼機株式会

社の役員に就任しております。当社と社外取締役および社外監査役に、その他の利害関係はありませ

ん。

　

⑥ 役員報酬の内容

当期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬等は以下のとおりであります。

区分 支給人員 支給額 　 　 　

取締役 ８名 30百万円（うち社外取締役 １名 ０百万円）

監査役 ３名 ９百万円 （うち社外監査役 ３名 ９百万円）

合　計 11名 39百万円　 　 　

(注)１　取締役の支給人員は８名となっておりますが、平成21年５月26日付で退任した２名（うち社外取締役１

名）が含まれております。

２　上記以外に、無報酬の取締役（社外取締役）が１名おります。

　

⑦ 社外取締役および社外監査役との責任限定契約の内容

当社は、会社法第423条第１項の賠償責任について、社外取締役および常勤監査役を除く社外監査役

との間において、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失が無かったときは、その責任の限度額を

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする契約を締結しております。

　

⑧ 取締役の選解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することが出来る株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使するこ

とが出来る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨を定款で定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めております。

　

⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を図ることを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の

特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。
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⑩ 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

ア．自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第

２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定め

ております。

イ．取締役および監査役の責任免除

当社は、その期待される役割および機能が十分に発揮できるよう、会社法426条第１項の規定によ

り、善意でかつ重大な過失が無い場合は、取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査

役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除でき

る旨を定款に定めております。

ウ．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって毎年８月31日における最

終の株主名簿に記載または記録されている株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うこと

が出来る旨を定款に定めております。

　

⑪ 権利の異なる種類株式の発行

当社は、普通株式とは権利の異なる優先株式を発行しております。この優先株式は、金融支援の一環

として借入金の株式化を行ったことにより発行されたため、議決権を有しておりません。なお、優先株

式の内容につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（1）株式の総数等　②発行済株

式」に記載のとおりであります。

　

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

－ － 17 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成20年３月１日から平成21年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度(平成21年３月１日から平成22年２月28日まで)は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。　

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成20年３月１日から平成21年

２月28日まで)および当事業年度(平成21年３月１日から平成22年２月28日まで)の財務諸表について、あず

さ監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表について

当社は子会社を有していないので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,576 263

受取手形 ※２
 6,258

※２
 4,091

売掛金 2,946 3,674

商品 2,917 2,212

貯蔵品 6 4

前渡金 6 9

前払費用 5 7

繰延税金資産 73 129

短期貸付金 － ※３
 1,600

未収入金 172 47

未収還付法人税等 － 184

その他 1 17

貸倒引当金 △70 △100

流動資産合計 13,895 12,143

固定資産

有形固定資産

建物 180 185

減価償却累計額 △54 △70

建物（純額） 126 114

構築物 0 0

減価償却累計額 △0 △0

構築物（純額） 0 0

機械及び装置 21 27

減価償却累計額 △5 △8

機械及び装置（純額） 16 19

車両運搬具 3 3

減価償却累計額 △3 △3

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 225 200

減価償却累計額 △149 △151

工具、器具及び備品（純額） 76 49

有形固定資産合計 219 183

無形固定資産

ソフトウエア 90 64

その他 26 26

無形固定資産合計 116 91
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

投資その他の資産

投資有価証券 353 381

関係会社株式 10 10

出資金 13 12

破産更生債権等 20 24

繰延税金資産 343 418

差入保証金 1,249 1,307

貸倒引当金 △24 △29

投資損失引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 1,961 2,121

固定資産合計 2,297 2,396

資産合計 16,193 14,539

負債の部

流動負債

支払手形 ※２
 176

※２
 141

買掛金 1,820 2,517

短期借入金 1,850 500

未払金 132 118

未払法人税等 360 24

前受金 12 7

預り金 99 35

賞与引当金 25 23

保証債務 1 0

その他 25 －

流動負債合計 4,504 3,368

固定負債

退職給付引当金 837 670

役員退職慰労引当金 16 22

その他 51 62

固定負債合計 905 755

負債合計 5,409 4,124
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,291 2,291

資本剰余金

資本準備金 2,285 2,285

資本剰余金合計 2,285 2,285

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 5,500 5,500

繰越利益剰余金 714 334

利益剰余金合計 6,214 5,834

自己株式 △10 △10

株主資本合計 10,780 10,400

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2 14

評価・換算差額等合計 2 14

純資産合計 10,783 10,415

負債純資産合計 16,193 14,539
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
　至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
　至 平成22年２月28日)

売上高 42,454 26,256

売上原価

商品期首たな卸高 3,368 2,917

当期商品仕入高 37,423 22,763

合計 40,792 25,681

商品他勘定振替高 ※１
 12

※１
 18

商品期末たな卸高 ※２
 2,917 2,212

商品売上原価 37,862 23,449

売上総利益 4,592 2,806

販売費及び一般管理費 ※３
 4,221

※３
 3,475

営業利益又は営業損失（△） 371 △668

営業外収益

受取利息 31 33

仕入割引 767 407

その他 35 28

営業外収益合計 834 469

営業外費用

支払利息 25 8

手形売却損 18 －

売上割引 389 210

その他 17 23

営業外費用合計 450 242

経常利益又は経常損失（△） 755 △441

特別利益

退職給付制度終了益 － 102

保証債務取崩益 1 1

貸倒引当金戻入額 120 －

投資有価証券売却益 7 －

その他 － 1

特別利益合計 129 105

特別損失

固定資産処分損 － ※４
 2

固定資産除却損 ※４
 1 －

投資有価証券評価損 12 －

特別損失合計 14 2

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 871 △339

法人税、住民税及び事業税 420 30

法人税等調整額 41 △139

法人税等合計 462 △109

当期純利益又は当期純損失（△） 408 △229
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
　至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
　至 平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,291 2,291

当期末残高 2,291 2,291

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,285 2,285

当期末残高 2,285 2,285

資本剰余金合計

前期末残高 2,285 2,285

当期末残高 2,285 2,285

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 4,100 5,500

当期変動額

別途積立金の積立 1,400 －

当期変動額合計 1,400 －

当期末残高 5,500 5,500

繰越利益剰余金

前期末残高 1,906 714

当期変動額

剰余金の配当 △201 △149

別途積立金の積立 △1,400 －

当期純利益又は当期純損失（△） 408 △229

当期変動額合計 △1,192 △379

当期末残高 714 334

利益剰余金合計

前期末残高 6,006 6,214

当期変動額

剰余金の配当 △201 △149

別途積立金の積立 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 408 △229

当期変動額合計 207 △379

当期末残高 6,214 5,834

自己株式

前期末残高 △10 △10

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
　至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
　至 平成22年２月28日)

当期末残高 △10 △10

株主資本合計

前期末残高 10,572 10,780

当期変動額

剰余金の配当 △201 △149

当期純利益又は当期純損失（△） 408 △229

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 207 △379

当期末残高 10,780 10,400

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 24 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△21 11

当期変動額合計 △21 11

当期末残高 2 14

評価・換算差額等合計

前期末残高 24 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△21 11

当期変動額合計 △21 11

当期末残高 2 14

純資産合計

前期末残高 10,597 10,783

当期変動額

剰余金の配当 △201 △149

当期純利益又は当期純損失（△） 408 △229

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21 11

当期変動額合計 186 △367

当期末残高 10,783 10,415
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年３月１日
　至 平成21年２月28日)

当事業年度
(自 平成21年３月１日
　至 平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 871 △339

減価償却費 84 72

貸倒引当金の増減額（△は減少） △120 34

退職給付引当金の増減額（△は減少） 23 △166

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 6

投資有価証券評価損益（△は益） 12 －

保証債務の増減額(△は減少) △1 △1

固定資産除却損 1 －

固定資産処分損益（△は益） － 2

投資有価証券売却損益（△は益） △7 －

受取利息及び受取配当金 △44 △45

仕入割引 △767 －

支払利息 25 8

売上割引 389 －

売上債権の増減額（△は増加） 527 1,439

たな卸資産の増減額（△は増加） 450 707

未収入金の増減額（△は増加） 687 125

仕入債務の増減額（△は減少） △1,925 661

その他 △376 △179

小計 △161 2,325

利息及び配当金の受取額 31 30

利息の支払額 △24 △7

法人税等の支払額 △160 △548

営業活動によるキャッシュ・フロー △314 1,801

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19 △25

有形固定資産の売却による収入 － 6

無形固定資産の取得による支出 △48 －

投資有価証券の取得による支出 △4 △8

投資有価証券の売却による収入 103 －

短期貸付金の増減額（△は増加） － △1,600

その他 △9 12

投資活動によるキャッシュ・フロー 21 △1,614

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 650 △1,350

長期借入金の返済による支出 △90 －

社債の償還による支出 △110 －

長期未払金の返済による支出 △0 －

配当金の支払額 △200 △149

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 248 △1,499

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △44 △1,313

現金及び現金同等物の期首残高 1,621 1,576

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,576

※1
 263
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

該当事項はありません。 同左

　

【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)関連会社株式

移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法

により算定)

(1)関連会社株式

同左

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)商品……移動平均法による低価法

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)貯蔵品…最終仕入原価法

(1)商品……移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

(会計方針の変更)

　当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日）を適用して

おります。これによる営業損失、経常

損失及び税引前当期純損失に与える

影響は軽微であります。

(2)貯蔵品…最終仕入原価法

３　固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　７～20年

構築物　　　　　　　　　10年

機械及び装置　　　　　　17年

車両及び運搬具　　　　　４年

工具器具及び備品　　３～20年

（追加情報）

当事業年度から法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）

および（法人税法施行令の一部を改

正する政令　平成19年３月30日　政令

第83号））に伴い、平成19年３月31日

以前に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法に

よっております。

なお、この変更による損益に与える影

響は軽微であります。

(1)有形固定資産…定率法

同左

 
 
　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　８～18年

構築物　　　　　　　　　10年

機械及び装置　　　　12～17年

車両及び運搬具　　　　　４年

工具器具及び備品　　３～20年

――――――――
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項目
前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

　 (2)無形固定資産…定額法

　ただし、自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法

(2)無形固定資産…定額法

同左

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権および貸付金等の貸倒れに

よる損失に備える為、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 投資損失引当金

　　財政状態の悪化した会社の株式につ

いて、その投資に対する損失に備える

為、投資価値の低下による損失相当額

を計上しております。

(2) 投資損失引当金

同左

　 (3) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えて、賞与支

給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。

(3) 賞与引当金

同左

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　過去勤務債務は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用処理

することとしております。

　数理計算上の差異は、各事業年度発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

(4) 退職給付引当金

同左

　 （追加情報）

　　当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成21年３月１日に適格退職年金

制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行しました。

　本移行に伴い「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用する予

定であり、翌事業年度の損益に与える

影響額は102百万円（特別利益）の見

込であります。

（追加情報）

　　当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成21年３月１日に適格退職年金

制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行しました。

　本移行に伴い「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用し、当事

業年度において退職給付制度終了益

102百万円（特別利益）を計上してお

ります。
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項目
前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

　 (5)役員退職慰労引当金

　　役員の退任により支出する役員退職

慰労金に充てるため、内規に基づく当

事業年度末要支払額を計上しており

ます。

(5)役員退職慰労引当金

同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

―――――――

７　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

　

【会計方針の変更】

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

―――――――――― 「リース取引に関する会計基準（企業会計基準委員会　平

成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準第13号）および「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改

正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当

事業年度から適用し、所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

に変更しております。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち

リース取引開始日が平成21年２月28日以前のものについ

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き適用しております。

　この変更に伴う影響はありません。
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【表示方法の変更】

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

―――――――――― （損益計算書関係）

　前事業年度において区分掲記しておりました特別損失の

「固定資産除却損」は、当事業年度より「固定資産処分

損」として表示しております。

　なお、当事業年度の「固定資産処分損」の内容は、「固定

資産除却損」２百万円及び「固定資産売却損」０百万

円となっております。

―――――――――― （キャッシュ・フロー計算書関係）

１．前事業年度において区分掲記しておりました営業活

動によるキャッシュ・フローの「売上割引」及び「仕

入割引」につきましては、当事業年度より「売上債権の

増減額」及び「仕入債務の増減額」に含めて表示して

おります。

　なお、当事業年度の「売上債権の増減額（△は増

加）」及び「仕入債務の増減額（△は減少）」に含ま

れる「売上割引」及び「仕入割引」の金額は、210百万

円及び△407百万円となっております。

２．前事業年度において区分掲記しておりました営業活

動によるキャッシュ・フローの「固定資産除却損」は、

当事業年度より「固定資産処分損益（△は益）」とし

て表示しております。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度

(平成21年２月28日)

当事業年度

(平成22年２月28日)

　１　受取手形裏書譲渡高 223百万円
　

　１　受取手形裏書譲渡高 153百万円
　

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当事業年度末が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当事業年度末が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 671百万円

支払手形 26百万円
　

受取手形 358百万円

支払手形 13百万円
　

―――――――――― ※３　関係会社に対するものであります。
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(損益計算書関係)

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

※１　商品他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 10百万円

その他 1百万円

計 12百万円

 

※１　商品他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 18百万円

計 18百万円

 

※２　商品期末たな卸高は評価損５百万円を控除した金額

であります。

　　　　　　　　――――――――――

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は81.8％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

18.2％であります。

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は76.6％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

23.4％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

給料手当及び賞与 1,656百万円

賃借料 473百万円

荷造運賃 469百万円

法定福利費 191百万円

退職給付費用 170百万円

減価償却費 84百万円

賞与引当金繰入額 25百万円

役員退職慰労引当金繰入額 9百万円

 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

給料手当及び賞与 1,381百万円

賃借料 429百万円

荷造運賃 358百万円

退職給付費用 191百万円

法定福利費 175百万円

減価償却費 72百万円

貸倒引当金繰入額 42百万円

賞与引当金繰入額 23百万円

役員退職慰労引当金繰入額 9百万円

 
※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物等 1百万円

 

※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

　建物等 2百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 4,845,661 － － 4,845,661

第一回優先株式(株) 100,000 － － 100,000

第二回優先株式(株) 150,000 － － 150,000

合計 5,095,661 － － 5,095,661

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 2,752 18 － 2,770

※自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものです。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年５月20日
定時株主総会

第一回優先株式 19 194平成20年２月29日平成20年５月21日

平成20年５月20日
定時株主総会

第二回優先株式 36 244平成20年２月29日平成20年５月21日

平成20年５月20日
定時株主総会

普通株式 145 30平成20年２月29日平成20年５月21日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成21年５月26日
定時株主総会

第一回
優先株式

利益剰余金 18 181平成21年２月28日平成21年５月27日

平成21年５月26日
定時株主総会

第二回
優先株式

利益剰余金 34 231平成21年２月28日平成21年５月27日

平成21年５月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 96 20平成21年２月28日平成21年５月27日
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当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 4,845,661 83,432 － 4,929,093

第一回優先株式(株) 100,000 － － 100,000

第二回優先株式(株) 150,000 － － 150,000

合計 5,095,661 83,432 － 5,179,093

※普通株式の増加は、第一回優先株式の取得請求権の行使によるものです。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 2,770 16 － 2,786

第一回優先株式(株) － 8,978 － 8,978

合計 2,770 8,994 － 11,764

※普通株式の自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものです。第一回優先株式の自己株式の増加は取

得請求権の行使によるものです。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年５月26日
定時株主総会

第一回優先株式 18 181平成21年２月28日平成21年５月27日

平成21年５月26日
定時株主総会

第二回優先株式 34 231平成21年２月28日平成21年５月27日

平成21年５月26日
定時株主総会

普通株式 96 20平成21年２月28日平成21年５月27日

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自平成21年３月１日
　至平成22年２月28日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

　

現金及び預金勘定 1,576百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

－百万円

現金及び現金同等物 1,576百万円

　

　

現金及び預金勘定 263百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

－百万円

現金及び現金同等物 263百万円

　
　 　

　

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

有価証券報告書

40/59



(リース取引関係)

　

前事業年度

(自　平成20年３月１日

　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日

　至　平成22年２月28日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

112 91 20

車両及び
運搬具

11 9 2

ソフトウェア 27 8 18

合計 151 110 41

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

112 106 5

車両及び
運搬具

6 6 0

ソフトウェア 27 14 12

合計 146 127 18

 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年以内 23百万円

1年超 19百万円

合計 42百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年以内 8百万円

1年超 10百万円

合計 19百万円

 
(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料
（維持管理費用相当額を除く）

34百万円

減価償却費相当額 32百万円

支払利息相当額 1百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料
（維持管理費用相当額を除く）

23百万円

減価償却費相当額 21百万円

支払利息相当額 0百万円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物権の取得価額相当額との差額

を、利息相当額と維持管理費用相当額とし、利息相当

額の各期への配分方法については、利息法によってお

ります。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

２　オペレーティング・リース取引

1年以内 25百万円

1年超 42百万円

合計 67百万円

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

２　オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

1年以内 30百万円

1年超 46百万円

合計 77百万円
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(有価証券関係)

１ 前事業年度および当事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

２ その他有価証券で時価のあるもの

種類

前事業年度

(平成21年２月28日)

当事業年度

(平成22年２月28日)

取得原価

(百万円)

貸借対照表日
における
貸借対照表
計上額

(百万円)

差額

(百万円)

取得原価

(百万円)

貸借対照表日
における
貸借対照表
計上額

(百万円)

差額

(百万円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　 　 　 　

　株式 22 28 6 42 66 24

小計 22 28 6 42 66 24

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　 　 　 　

　株式 12 11 △1 1 1 △0

小計 12 11 △1 1 1 △0

合計 35 39 4 43 68 24

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前事業年度において減損処理を行い、投資有価証

券評価損を12百万円計上しております。

　

３ 前事業年度および当事業年度中に売却したその他有価証券

区分
前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

売却額(百万円) 103 －

売却益の合計額(百万円) 7 －

　

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容および貸借対照表計上額

区分

前事業年度

(平成21年２月28日)

当事業年度

(平成22年２月28日)

貸借対照表計上額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(1)関連会社株式 10 10

(2)その他有価証券 　 　

　　非上場株式 313 313

　

(デリバティブ取引関係)

　１　取引の状況に関する事項

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

　当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該

当事項はありません。

同左

　

　２　取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設

けております。また、総合設立型の厚生年金基金制度を

設けております。

当社は、昭和46年８月１日より従来の退職金制度の全部

について適格退職年金制度を採用しております。

 
・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項

　(1)制度全体の積み立て状況に関する事項

（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 188,296百万円

年金財政計算上の給付
債務の額

229,078百万円

差引額 △40,782百万円

 

　(2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.1％

　(3)補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、繰越不足金19,219百万

円、年金財政計算上の過去勤務債務残高21,563百万円で

あります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期

間20年の元利金等償却であり、当社は、当期の財務諸表

上、特別掛金24百万円を費用処理しております。

１　採用している退職給付制度の概要

当社は従来、適格退職年金制度を採用しておりました

が、平成21年３月をもって確定給付企業年金制度および

確定拠出企業年金制度へ移行しました。また、総合設立

型の厚生年金基金制度を設けております。

 
 
・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項

　(1)制度全体の積み立て状況に関する事項

（平成21年３月31日現在）

年金資産の額 140,126百万円

年金財政計算上の給付
債務の額

227,859百万円

差引額 △87,734百万円

 

　(2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.0％

　(3)補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、繰越不足金46,709百万

円、資産評価調整加算額20,953百万円、年金財政計算上

の過去勤務債務残高20,072百万円であります。本制度に

おける過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利金等

償却であり、当社は、当期の財務諸表上、特別掛金24百万

円を費用処理しております。

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △1,449百万円

(2) 年金資産 506百万円

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)△943百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 212百万円

(5) 未認識過去勤務債務 △106百万円

(6) 退職給付引当金 △837百万円

 

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △904百万円

(2) 年金資産 217百万円

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)△687百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 73百万円

(5) 未認識過去勤務債務 △57百万円

(6) 退職給付引当金 △670百万円

 

３　退職給付費用に関する事項

　(1) 勤務費用 76百万円

　(2) 利息費用 20百万円

　(3) 期待運用収益(減算) △3百万円

　(4) 数理計算上の差異の費用処理額 10百万円

　(5) 過去勤務債務の費用処理額 △15百万円

　(6) 年金基金拠出額 81百万円

退職給付費用 170百万円

 

 

３　退職給付費用に関する事項

　(1) 勤務費用 55百万円

　(2) 利息費用 14百万円

　(3) 期待運用収益(減算) △0百万円

　(4) 数理計算上の差異の費用処理額 24百万円

　(5) 過去勤務債務の費用処理額 △9百万円

　(6) 年金基金拠出額 74百万円

　(7) 確定拠出年金拠出額 32百万円

退職給付費用 191百万円
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前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 1.6％

(2) 期待運用収益率 0.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法期間定額基準

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 割引率 1.6%

(2) 期待運用収益率 0.5%

(3) 退職給付見込額の期間配分方法期間定額基準

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年

 

　（追加情報）

　当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年５

月15日）を適用しております。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)
　

　 前事業年度(平成21年２月28日)　 当事業年度(平成22年２月28日)

繰延税金資産 　 　 　

　棚卸資産 154 　 149

　賞与引当金 10 　 9

　退職給付引当金 340 　 273

　繰越欠損金 － 　 202

　その他 54 　 73

繰延税金資産小計 560 　 708

　評価性引当額 △141 　 △139

繰延税金資産合計 418 　 569

繰延税金負債 　 　 　

　未収事業税 － 　 △11

　その他有価証券評価差額金 △1 　 △9

繰延税金負債合計 △1 　 △21

繰延税金資産の純額 416 　 548

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内

訳

(単位：％)
　

　 前事業年度(平成21年２月28日)　 当事業年度(平成22年２月28日)

法定実効税率 40.7 　 税引前当期純損失を計上してい
るため、記載を省略しておりま
す。

　交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.0 　

　住民税均等割 3.7 　

　受取配当等の益金不算入額 △2.6 　

　評価性引当額 8.9 　

　その他 0.3 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.0 　 　
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(持分法損益等)

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自平成21年３月１日
　至平成22年２月28日)

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 32百万円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 16百万円

　

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 35百万円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 5百万円
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等

の名称
住所

資本金

または

出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)
役員の

兼任等

（人）

事業上

の関係

親会社
岡谷鋼機
株式会社

愛知県
名古屋市
中区

9,128

鉄鋼・機械、
情報・電機、
産業資材等の
販売

(被所有)
直接　51.63

3

役員兼任
有、
本社社屋
の賃借、
商品の売
買

商品の売上 66
受取手形
及び売掛
金

3

商品の仕入 281

前渡金 5

支払手形
及び買掛
金

7

家賃の支払 109　 　

その他の営
業費用

5　 　

利息の受取 14　 　

資金貸付取
引

16,350　 　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

　　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

　　家賃については、近隣相場等を勘案し、協議の上で決定しております。

　　親会社に対する資金の貸借については、市場金利を勘案して決定しております。

２　兄弟会社等

　　　重要性がないため、記載を省略しております。
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当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

（追加情報）

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（平成18年10月17日　企業会計基準委員会　企業

会計基準第11号）および「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（平成18年10月17日　企業会計

基準委員会　企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１　関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社
岡谷鋼機

株式会社

愛知県

名古屋市

中区

9,128

鉄鋼・機械、

情報・電機、

産業資材等の

販売

(被所有)

直接　50.75

役員兼任有、

本社社屋の賃借、

商品の売買

商品の売上 48
受取手形及

び売掛金
6

商品の仕入 161

前渡金 5

支払手形及

び買掛金
24

家賃の支払 109　 　

その他の営

業費用
6　 　

利息の受取 16未収入金 0

資金貸付取

引
25,100短期貸付金 1,600

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

　　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

　　家賃については、近隣相場等を勘案し、協議の上で決定しております。

　　親会社に対する資金の貸借については、市場金利を勘案して決定しております。

　

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

重要性がないため、記載を省略しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

　　　岡谷鋼機（株）（名古屋証券取引所に上場）

　

（２）重要な関連会社の要約財務情報

　　　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

　

１株当たり純資産額 1,710円41銭

１株当たり当期純利益金額 73円56銭

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額

57円07銭

　

 

１株当たり純資産額 1,624円98銭

１株当たり当期純損失金額 47円04銭

　　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上

の基礎

　
前事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度

(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
408 △229

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
356 △229

普通株主に帰属しない金額の主な内訳（百万円） 　 　

　　優先配当金 52 －

普通株式に帰属しない金額（百万円） 52 －

普通株式の期中平均株式数（株） 4,842,898 4,886,846

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ
た当期純利益調整額の主要な内訳（百万円）

　 　

　　優先配当金 52 －

当期純利益調整額（百万円） 52 －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳（株）

　 　

　　第一回優先株式 929,368 －

　　第二回優先株式 1,394,052 －

普通株式増加数（株） 2,323,420 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要
────

第一回優先株式（100,000
株）並びに第二回優先株式
（150,000株）
なお、優先株式の概要は
「第４　提出会社の状況、１
株式等の状況、(1)株式の総
数等」に記載のとおりで
す。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

㈱みずほフィナンシャルグループ
(優先株式)

300 300

日立ツール㈱ 56,224 48

㈱不二越 43,143 10

㈱カネテック 33,000 10

㈱キトー 100 7

㈱機械工具会館 4,000 2

その他５銘柄 12,260 3

計 149,027 381

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 180 7 3 185 70 17 114

　構築物 0 － － 0 0 0 0

　機械及び装置 21 6 － 27 8 3 19

　車両運搬具 3 － － 3 3 0 0

　工具、器具及び備品 225 7 32 200 151 26 49

　有形固定資産計 432 21 35 418 234 47 183

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 655 － － 655 590 25 64

　その他 26 － － 26 － － 26

　無形固定資産計 682 － － 682 590 25 91
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【社債明細表】

         該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 1,850 500 0.9 －

１年以内に返済予定の長期借入
金

－ － － －

１年以内に返済予定のリース債
務

－ － － －

長期借入金（１年以内に返済予
定のものを除く。）

－ － － －

リース債務（１年以内に返済予
定のものを除く。）

－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 1,850 500 － －

(注) １　「平均利率」欄につきましては決算日現在における残高及び利率による加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)並びにその他有利子負債(１年以内に返済予定

のものを除く)の決算日後５年間の返済予定はありません。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)

(百万円)

当期減少額
(その他)

(百万円)

当期末残高

(百万円)

貸倒引当金 94 95 7 52 129

投資損失引当金 4 － － － 4

賞与引当金 25 23 25 － 23

役員退職慰労引当金 16 9 1 1 22

(注)　貸倒引当金、役員退職慰労引当金の当期減少額のその他は、回収等によるものです。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 112

預金の種類 　

　当座預金 131

　普通預金 19

計 151

合計 263

　

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱イイダ 118

ハシモト㈱ 76

日工機材㈱ 66

㈱真田 64

㈱五光社 64

その他 3,700

合計 4,091

　

期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成22年３月 1,178

　　　　４月 935

　　　　５月 871

　　　　６月 743

　　　　７月 279

　　　　８月 82

合計 4,091

(注)　平成22年３月の金額には、平成22年２月末満期手形358百万円が含まれております。
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③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

橋本商工㈱ 80

㈱タック 58

㈱大和商会 54

㈱タルイシ 39

㈱カモガワ 37

その他 3,403

合計 3,674

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

(C)
─────
(A) ＋ (B)

 
× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,946 27,567 26,839 3,674 88.0 43.8

　

④　商品

　

相手先 金額(百万円)

切削工具 1,926

機械工具 189

産業機器 91

工作機械 2

その他 3

合計 2,212

　

⑤　貯蔵品
　

相手先 金額(百万円)

事務消耗品 1

荷造包装材 1

その他 1

合計 4

　

　
⑥　短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

岡谷鋼機（株） 1,600

合計 1,600

　 ⑦　差入保証金
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相手先 金額(百万円)

営業保証金 1,171

事務所・社宅敷金 134

その他 0

合計 1,307

　

⑧　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱北川鉄工所 27

柳瀬㈱ 25

㈱長谷川機械製作所 13

長谷川工業㈱ 11

丸文ウエスト㈱ 7

その他 55

合計 141

　

期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成22年３月 35

　　　　４月 47

　　　　５月 30

　　　　６月 20

　　　　７月 0

　　　　８月 5

合計 141

(注)　平成22年３月の金額には、平成22年２月末満期手形13百万円が含まれております。

　

　

⑨　買掛金

相手先 金額(百万円)

京セラ㈱ 346

㈱タンガロイ 234

日立ツール㈱ 169

ユニオンツール㈱ 119

ＳＭＣ㈱ 117

その他 1,530

合計 2,517

　

　

(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等
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第１四半期

(自 平成21年３月１日

 至 平成21年５月31日)

第２四半期

(自 平成21年６月１日

 至 平成21年８月31日)

第３四半期

(自 平成21年９月１日

 至 平成21年11月30日)

第４四半期

(自 平成21年12月１日

 至 平成22年２月28日)

売上高 （百万円） 5,754 6,117 6,904 7,479

税引前四半期純利益
金額又は税引前四半
期純損失金額（△）

（百万円） △338 △63 45 17

四半期純利益金額又
は四半期純損失金額
（△）

（百万円） △292 △7 25 44

１株当たり四半期純
利益金額又は１株当
たり四半期純損失金
額（△）

（円） △60.39 △1.63 5.26 9.04

　

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

有価証券報告書

54/59



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
普通株式　　８月31日　　２月末日
優先株式　　２月末日

１単元の株式数
普通株式　　10株
優先株式　　１株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所

（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人

（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができ

ない。

　　1. 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　2. 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　3. 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第58期)(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)
平成21年５月26日関東財務局長に提出

　

(2)　四半期報告書、四半期報告書の確認書

第59期第１四半期(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)
平成21年７月15日関東財務局長に提出
　
第59期第２四半期(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)
平成21年10月15日関東財務局長に提出
　
第59期第３四半期(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)
平成22年１月12日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年５月26日

株 式 会 社　NaITO

　取 締 役 会 　御 中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山　田　　　順　　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山　川　　　勝　　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社NaITOの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第58期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社NaITOの平成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(※) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年５月25日

株 式 会 社　NaITO

　取 締 役 会 　御 中
　

あ ず さ 監 査 法 人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山　田　　　順　　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山　川　　　勝　　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社NaITOの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第59期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社NaITOの平成22年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社NaITOの平

成22年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び

に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防

止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社NaITOが平成22年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

(※) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

有価証券報告書

59/59


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)所有者別状況
	(7)大株主の状況
	(8)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(9)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	①最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	②最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
	重要な会計方針
	会計方針の変更
	表示方法の変更
	注記事項
	関連当事者情報

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

